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し制度的な整備も行ってきた．とりわけ 1997 年 6 月の
児童福祉法改正により，学童保育が「放課後児童健全育
成事業」として法制化されたこと（施行は 1998 年 4 月）








































































































頭にも述べた，1997 年 6 月の児童福祉法改正による学
童保育の「放課後児童健全育成事業」としての法制化（施





































































2014 年 4 月】，「放課後児童クラブ運営指針」【厚生労働
省通知，2015 年 3 月】，「放課後児童健全育成事業実施














































































































































































































































































































































































































の実施状況調査結果調査』（2015 年 5 月 1 日現在，同年 8 月
7 日発表）によると，放課後児童クラブ数は 2 万 5,541 か所（前
年より 3,445 か所増），入所児童数は 101 万 7,429 人（前年よ




5,533 人（前年より 6,418 人増）である．「子ども・子育て新
制度」により，児童福祉法が改正され，対象年齢が「おおむ
ね 10 歳未満」から「小学校 6 年生まで」に拡大されたため，


































新制度で大きく変わる学童保育』p.p.7 － 11 所収．
8　「放課後児童クラブガイドライン」（2007 年 10 月，厚生労
働省局長通知）により，指導員の資格については，「児童福
祉施設最低基準」第 38 条第一号～第六号（第六号はイ～ニ






事業の設備及び運営に関する基準」（2014 年 5 月，厚生労働













9　例えば，「日本放課後児童指導員協会」（2009 年 5 月設立，
所在地：岡山市），「学童保育指導員協会」（2009 年 10 月設
立，所在地：名古屋市），「学童保育協会」（2011 年 10 月設立，
所在地：福岡県鞍手郡小竹町）の以上 3 協会は「NPO 法人」
として設立された．また，「学童保育士協会」（大阪市）は，















集―気になることば―』岩波書店【新書】，p.p.111 － 115 所
収の「23　制度」の項を参照されたい．
13　桑原敏明前掲書（11），p.4　なお，桑原の「教育組織」の
捉え方や構成要素は『要説　教育制度』の初版（1984）には
出ておらず，同書の【全訂版】（1991）で登場するが，この
版では 12 の構成要素で説明されている．すなわち，本稿で
示した 16 の構成要素のうち，「アクセス制度」「エントラン
ス制度」は，細分要素として「学習者」に含まれ，「設置基
準等」と「設置」は「設置」の要素にまとめられている．また，
「エグジット制度」は構成要素とはされていない．その後，【新
訂版】（2002）でも 12 の要素で示され，その後，【新訂第二版】
（2007），【新訂第三版】（2011）で 16 の要素に細分化された．
14　桑原敏明前掲書（11），p.4
15　桑原敏明前掲書（11），p.4
